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I はじめに

本稿では、スペイン=キ ューバの特別な関係の根源としての、スペイン・

フランコ (Francisco Franco)政 権とキューバ・カス トロ (Fidel Castro)

政権の貿易関係について考察する。なぜ、反共主義を標榜するスペインが

米国政府の方針に反してまでキューバとの交易維持・拡大に努めたのかを

分析することで、現在に至る両国の特別な紐帯を明らかにする。

フランコ政権の対キューバ貿易に関しては、現在までのところ、1960年

代を中心に論じたランピー (Lambie 1993)、 スペイン外相ロペス=ブラボ

(Gregorio L6pez Bravo,在 任1969～ 73年 )の対中南米政策を研究したエン

リケス (Henriquez 2008)、 在キューバ・スペイン大使館商務参事官 (1974

～78年)を務めたレカルテ (Recarte 1980)ら の先行研究があるが、主に一

次史料の活用不足や未公開のため深化していなかった。

本稿は、こうした先行研究を元に、新たな史料の開拓を行って、1959～ 75

年までの両国貿易関係を論じる。具体的には、スペイン外務省史料館 (Ar‐

chivo del Ministerio de Asuntos Exteriores)、 フランシスコ・フランコ財団

(Fundaci6n Nacional Francisco Franco)、 王立歴史アカデミー (Real Aca¨

demia de la Historia)、 商務工業観光省中央史料館 (Archivo Central del

Ministerio de Comercio,Industria y Turismo)か ら2009年 9月 に入手した
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-次史料を、米国の公文書 と共に分析に用いた。これに加え、前述のレカ

ルテ氏へのインタビューを行った。その結果、フランコ政権内部の動 きお

よび米国・スペイン関係が対キューバ貿易政策の策定に与えた影響が明ら

かになった。

以下、まずⅡでは背景として第二次世界大戦後から1950年代にかけての

フランコ政権を概観しておく。III以 降、スペイン。キューバ関係を1959～ 62

年 (関係模索期)、 1963～ 69年 (貿易政策と政治問題のリンケージ期)、 1970

～75年 (経済関係発展期)の三期に分けた貿易関係を軸に米国との関係も

加味して論 じる。フランコ政権がなぜ外交と内政の間で矛盾する政策を

採ったのか、キューバとの貿易関係にその姿勢がどう具体的に反映されて

いるのかを浮き彫りにしたい。

I 第二次世界大戦後～1950年代一国際的孤立から国際政治の舞台ヘ

独伊両国の支援をも受けて成立したフランコ政権は、国内では反対派を

弾圧した。そのため、第二次世界大戦後、国連は駐スペイン各国大使の召

還を勧告しスペインの国連機関からの排除を決議 し、米国は同国をマー

シャル・プランから除外した。荒廃した国土の再建を緊急課題とするフラ

ンコ政権は、逆にこの孤立状態の中で国内のナショナリズムをあおり、経

済的にはアウタルキーア政策Dを採用した。

このような国際的孤立の状況を打破するため、フランコ政権はアラブ諸

国および中南米との繋がりを強調した。親アラブ政策を採ったのは、国連

加盟の支持票確保、石油の確保および北アフリカの植民地問題が念頭に

あったためである。また、スペインは1898年 の米西戦争敗北により植民地

キューバを失い、中南米での影響力を減退させていたが、同地域に対して

は、スペイン語とカトリック信仰という共通点を念頭に置いた「スペイン

精神」のを強調した。

冷戦の激化に伴い、米国はジブラルタル海峡航行の安全確保および中東

への兵姑基地を必要とし、反共主義を標榜するスペインにおける海・空軍
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基地の確保に動き、1953年、両国は相互防衛 。経済援助・基地貸与協定 (以

下米西協定0)を締結した。米国からの経済援助により、スペインはインフ

ラ整備 。投資誘致が可能となった。

限定的な多元性を容認するフランコ政権は、軍部(カ トリック全国布教

者協会 (Asociaci6n Ca“lica Nacional de Propagandistas)、 ファランヘ党、

王党派など様々な勢力の集合体であった。1950年代になると、これらの勢

力に代わり在俗修道会オプス・デイ (Opus Dei)出 身のテクノクラー ト集

団が体制内での権力を拡大しつつあった。この時期、米国の援助を受け、

バルセロナやマ ドリッドにビジネススクールが創設された。

中でも、ハーバー ド・ビジネススタールの手法を導入したバルセロナの

ビジネススクールは、オプス・デイの創設したナバーラ大学とも関係が深

く、オプス・デイ出身のテクノクラー トを輩出した (Puig 2003 120)。 首相

府に入ったオプス・デイ出身の行政法教授、ロペス=ロ ド(Laureano L6pez

Rod6)は 、「経済安定化計画」により、スペイン経済の立て直しを図った

(1965年以降無任所大臣)。 スペインは IMF、 世銀へも加盟し、従来敷いて

きた為替管理体制と輸入数量制限を撤廃し、貿易自由化により国外市場進

出を目指したのである。。アウタルキーア政策から脱却したスペインは、

1960年代を通じ年率 7%の高度経済成長を遂げることになる。

Ⅲ 1959～ 62年一対キューバ関係の模索期

フラ ンコ政権 は、当時政治情勢 の不安定 な中南米 に向けては、

「スペイン精神」の看板を掲げつつ、国家として既に承認されていれば、

新政府を承認する行為は内政干渉となるので不要とし、外交関係の継続の

みを考慮する方針、いわゆる「エス トラーダ主義」を採った。従って政治

的立場を異にするカス トロ政権の成立に際しても、「革命」政権の承認はフ

ランコ政権の立場と矛盾しなかった。外務省外郭機関のスペイン文化研究

所所長を務め、中南米情勢に詳しいサンチェス =ベーリャ (Alfredo Sin…

chez Bella)→ は1959年、スペイン精神を合言葉とするイデオロギーのみな
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らず「スペイン人移民の存在による社会・経済的利益も考慮して、キュー

バにおけるプレゼンスを強化すべき」と主張した (Paz 2000 19卜 200)。

またフランコ政権は、1960年代初めには国連ラテンアメリカ・カリブ経

済委員会、米州機構といった中南米地域の機関への接近を試みた (Pardo

2000353)。

一方、米国に過度に依存したキューバの産業は、革命後、製糖業を中心

に打撃を受けており、キューバとしてもスペインとの貿易関係強化が課題

であった。キューバ商務省は、米国に代わる貿易相手国として、第一に社

会主義圏、第二にスペイン、第三にフランスを考えており、スペインから

は米国製機械の交換部品の調達を企図していた0。

そこで1959年 10月 、スペイン0キ ューバ両国は、1953年 に締結されてい

た貿易差額支払暫定協定を延長した。差額支払い方法など詳細については

ほぼ毎年交渉がなされた。外貨の不足する両国は、記録勘定を設けて輸出

入支払い差額を記帳し、300万 ドルを差額の上限とし、輸出入を毎年末に外

貨での決済あるいは翌年へ繰 り越す貿易決済システムを採用 したのであ

る。しかし、300万 ドル以上の不均衡差額に対し、いかに対応するかは明記

されていなかうた。この方式は、1978年 まで維持された (Recarte 1980 161

-163)。

政治面では、両国は緊張した関係にあった。1960年 1月 、ロヘンディオ

(Juan Pab10 de LoiendiO)駐 キューバ大使が、カス トロのフランコ批判演

説を生放送中のテレビ局に乱入した。そのため、彼はベルソナ・ノン・グ

ラータを通告され、直ちに国外追放となった。以来大使ポス トは1975年 ま

で空席となる。また、同年夏には、カス トロがスペイン人司祭を「ファシ

ス ト」と非難して国外追放し、フランコに対しても攻撃的な発言を行った

ため、両国関係はさらに緊張した。

スペイン外務省は1961年、次のような見解を有していた。①カス トロが

フランコを批判するのはスペイン側からの外交断絶を誘導する意図に基づ

く。②ソ連圏に接近するキューバとスペイン間の外交関係は正常とは言え
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ない。③まだキューバ側からの外交関係断絶の動きはないが、その可能性

もJF除できない。断絶が避けられない場合は、キューバ政府の責任となる

ように動 くべきである。事態を見極めるべく、スペイン外務省は、まず臨

時代理大使、続いて領事を召還して、さらに在キューバ大使館の規模を縮

小することをも検討したつ。

同年、スペインは、貿易決済システムの差額上限をはるかに超える1000

万 ドルもの対キューバ輸出超過を記録していた。キューバに対する出超は

むしろスがインの外交政策の制約となると外務省は考え、スペインは三角

貿易で出超の縮小を試みた。しかしこれは失敗し、スペインは対キューバ

輸出を制限しなければならなかった0。

1962年 2月 、米国は対キューバ全面禁輸措置を開始した。10月 のミサイ

ル危機後、米国務長官は駐米スペイン大使に対し、キューバとの国交を断

絶するよう圧力をかけた (Garrigues Dias‐ Cahbate 197&103)。 また米国は

スペインに対し、国営イベリア航空によるマ ドリッド・ハバナ便の運航を

停止するよう要請した
"。

同社は、当時週一回キューバとの直行便を有する

欧州で唯一の航空会社であったが、要請を受け同年ハバナ便の運航を一時

停止したのである。ただし、翌年には不定期ながら運航を再開し、次第に

便数を増加させた10。

しかし一方で、スペインは、1962年初めにはキューバとの貿易協定を延

長し、砂糖 6万 トンおよび未加エタバコ2000ト ン (収穫量によっては増量

可能)の輸入をキューバに約していたlD。 国内生産のみでは、拡大する砂糖

の需要を賄いきれず、安価な砂糖の安定供給のため、キューバとの協定が

不可欠であったのである2)。

Ⅳ 1963～ 69年一貿易政策と政治問題とのリンケージ

1 二国間貿易の拡大

スペインとキューバは、1963年 を境に貿易量総額を急増させたが、それ

はスペインの産業構造の変化、砂糖の国際価格の変動、前述の貿易決済シ
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ステムの相互関係に起因する。

1960年代のスペインでは産業構造の変化が進んだ。1960年 には全輸出品

額に占める農産物・食料加工品の割合は53%、 工業製品が29%であったの

に対し、1970年 には前者は28%に減少、後者は56%と逆転した (Tamames

1980852-85Q関・立石。中塚 200&184-187)。 同国の産業構造およびキュー

バ側の需要の変化により、対キューバ輸出品目も変化した。スペインの対

キューバ輸出品目は、1959年の革命以前には食料 0飲料が85%を 占めてい

たのに対し、1969年 には工業製品の輸出額が90%を 占めることとなった。

一方で、キューバの対スペイン輸出品目には、数年間殆ど変化がなく、1969

年には砂糖が輸出額の62%、 タバコが30%を 占めた10。

1963年、スペインでの砂糖生産量の減少と消費量増加が見込まれ、砂糖

の国際価格が高騰した。スペイン側は更なる価格上昇を恐れたため、キュー

バ側は高値で固定することができ有利に協定を締結した。一方、前述の通

リスペインは工業製品の輸出をも増加させつつあったため、両国の貿易額

は急増した。キューバヘの輸出は前年の140万 ドルから920万 ドル、輸入は

860万 ドルから2170万 ドルヘとはね上がった (MoJey 198■ 373)。 スペイン

側の入超分は、キューバ側が輸送・航空運賃、外交団・漁船の経費などス

ペインからのサービスを受けることで清算させ、60年代後半からはそれは

スペインからキューバヘの割賦償還や商業信用の利子への支払いへ充てら

れた (Recarte 1980 185)。

同年スペインは、キューバ向けの トラック輸出を開始した。片やキュー

バは、スペインの造船会社と船舶 (漁船・商船)の輸入交渉に入った。カ

ス トロは造船会社に対し、大型貨物船のみに限っても1964年 3隻、1965年

10隻、1966年 15隻 を発注したいと表明した。しかし、スペイン外務省経済

関係局は、両国政府間で協定を結ぶのではなく民間人とキューバ当局間の

取引による 2、 3隻の受注は可能としつつも、「キューバの今日の政治状況

に鑑みて大型貨物船28隻に加えて小型船の受注をも一度に約する協定は軽

率」であるとした10。
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砂糖の国際価格は1964年 には下落したが、スペインの買い取 り価格は前

年の協定で固定されていた。つまり、スペインは安価な砂糖を得るどころ

か、1964～ 66年の間、キューバから国際価格の二倍半の値で買い取ること

となった (Lambie 1993 246)。 割高な砂糖を購入することによって、結果

的にスペイン側が「年に大型船三隻を贈与するに等しくなった」19のであ

る。こうして1964年 のスペインの対キューバ輸出◆輸入額はいずれもそれ

ぞれ前年の三倍以上の3140万 ドル、6560万 ドルとなった (Morley 198Z

373)。

1965年 に入ると、同じフランコ政権内でも農業省は一年ごとに砂糖の輸

入量・値段を見直すことを望み、長期の協定を望む商務省と対立していた。

輸出契約した船舶の代金受領を確実にし、また、「他国の市場へは輸出不可

能なスペイン産品 (安価なワイン、ニンニク、クリスマス菓子、ブドウ、

トラックなど)」 をキューバに継続的に輸出できるよう、商務省は長期の協

定を望んだ10。 シー ドル、クリスマス菓子などの食品部門、造船業などのス

ペイン企業は、米国不在のキューバ市場におけるシェア拡大を望み、スペ

イン政府に陳情をおこない、輸出信用保険の適用を受けていたのである1つ 。

1960年代を通じ両国の貿易総額が最大となるのは1966年である。この年、

スペインの輸出総額のうち、対中南米輸出は17%を 占めていたが、総額の

6%、 対中南米輸出の36%を 占めるキューバは、中南米諸国の中でもスペ

インの最大の輸出先であった (INE:Anuario 1961～ 1971)。

キューバは、外務省を通さず貿易関係強化を試みることもあった。1969

年、フランコの兄、ニコラス・フランコ (Nicolls Franco)がキューバ政府

の招待で私的にキューバを訪問し、カス トロと3時間ほど会見した。キュー

バ側は、車両・船舶約300万 ドル相当の輸入を要請し、協定外での両国間貿

易の拡大を要請した。1969年 の協定交渉開始前というタイミングでの招待

を、外務省は、キューバ側による経済活動拡大への重要な布石 とみなし

た10。
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2 フランコ体制内の力関係 と対キューバ政策

キューバ政策に関しては、スペインの経済発展に伴い、外務省 と1951年

創設された商務省の間で方針に配齢が生 じた。キューバに住むスペイン人

約50万人の保護 (拘束者の釈放、接収財産の補償および島外への出国制限

の撤廃)を優先 したい外務省に対 し、商務省は、スペイン人保護問題の交

渉に貿易政策がリンクされ、貿易が抑制されることに反対であった10。

1964年 6月 には、キューバ当局に拘束されていたスペイン人のうち17名

が釈放された。しかしその後再び幾人かが拘束された。そのため、ロマン・

オヤルスン (Romin Oyarzun)臨 時代理大使 (在任1964～ 69年)は、この

問題を解決するには、従来の「寛大な措置をキューバ当局に請う交渉から、

今後は圧力による交渉に切り替えるべき」と主張した。

彼は、貿易協定交渉をスペイン人釈放に利用しようとしたが、1965年 の

交渉は既に終了していた。そこで1965年 3月 、貿易協定とは別に、商社を

通じたキューバ産冷凍肉の外貨建て購入を提案し、拘束者の釈放を引き出

す取引材料に用いてはどうかとカスティエーリャ (Fernando Maria Cas―

tiella)外相に進言した20。 同年10月 にはキューバ側もスペイン人保護に配

慮する姿勢を見せ、前月に29人 を数えた拘束者のうち9名 を釈放した。し

かし翌年2月 には拘束者は合計35名 に増加した。この事態を受けオヤルスン

臨時代理大使は、「一種の脅し」にならぬよう慎重を期しつつ、スペイン人

拘束者が解放されれば、1966年 当時行われていた交渉の進展もみられると

キューバ外務省に示唆した2)。 彼はこのように政治と経済をリンクさせよ

うとしたのである。

オヤルスンはまた、駐ハバナ大使館内で、商務省出身の経済担当参事官

と対立していた。同じ館員として事態を目にしていた外務省出身のカルデ

ビーリャ情報担当参事官 (Jaime CJdevilla)は、外相にこの対立の存在を

指摘するとともに、「少なくともキューバのような重要国においては、商務

省は外務省の訓令や重要な決定から離れた独自の行動をとることは出来な

い」と商務省を批判した2の 。
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3 米西関係 とスペイン・ キューバ関係

1963～ 69年にかけては、米国が対キューバ禁輸措置を敷き、第三国にそ

れを強要したにもかかわらず、スペインとキューバは貿易関係を維持し、

貿易額は増加した。

1963年 12月 に成立 した対外援助法修正条項20を 盾に、第三国にも対

キューバ禁輸を強要する米国に対し、フランコ政権は不満を抱いた。不満

の拠って来るところは第一に、米国や欧州諸国が社会主義圏と貿易を行う

一方、キューバヘ「戦略物資」を輸出しないスペインが、同国からの「砂

糖」輸入で非難されること、第二に、キューバとの貿易を停止しても米国

からは損害補償を期待できないこと、第三に、キューバ市場から撤退すれ

ば、ポス ト・カス トロ期には米国が市場を席巻し、スペインの新規参入は

困難と予想されることなどである20。

国内ではフランコをはじめ、商務相および工業相の両大臣もこの認識を

共有していた。スペインは、キューバとの二国間協定に米国が一方的な解

釈をさし挟むことは受け入れられないとし、キューバから砂糖を輸入する

際、外国籍船を使用すれば費用がかさむことを挙げ、米国による補償を国

務省に申し入れた。

ただし米西二国間の良好な関係維持のため、スペイン船籍船のキューバ

寄港を制限し段階的に削減することをも宣言した。さらに、イベリア航空

で運搬するのは郵便・外交貨物などに限るとし29、 以後キューバとの貨物輸

送に従事しないこととした。これを対キューバ禁輸への「適切なステップ」

とみなした米国は、スペインヘの援助を停止することはなかったが、貿易

損益に対する補償への言及もなかった20。

米西協定に基づき、スペインのロタ基地はまもなく米国の原子力潜水艦

の停泊地となる予定だった。ジョンソン大統領自身、「スペインヘは3100万

ドルの援助を供与したいが、正当化するのが非常に困難である」と述べて

ぃた2つ 。米国は、スペインに例外が適用されることで予想される米国世論や

第三国への影響と、戦略的に重要なスペインヘの援助の必要性との間で板
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挟みとなっていたのである20。

実際のところ米国による対キューバ禁輸措置発動後も、スペインは対

キューバ貿易を継続していた。外務省はマイアミの亡命キューバ人に対し、

第一に砂糖の安定供給、第二にスペイン政府も世論も禁輸措置の効果に非

常に懐疑的であることが、貿易継続の理由と説明した2"。

1964年反カス トロ派はキューバに向け食料品 。日用品など搬送中のスペ

イン船籍船アランサス号を沖合で襲撃、翌年プエル トリコのサン・ファン

港に停泊中の同サ トゥルステギ号も亡命キューバ人の武力攻撃を受けた。

スペイン政府は外交ルー トを通じこれらの襲撃事件に関する説明を米側に

求めた30。 また、フランコやカス トロの父親と同じくスペイン北西部ガリシ

ア州出身のフラガ (Manuel Fraga)情報観光相は、背後にCIAが関与して

いるとして米側を非難した3つ 。以前からフラガは米国に対し、スペイン・

キユーバ関係の重要性を主張していたのである (Lambie 1993 258-259)。

両事件以外にも機会あるごとに、スペインは米国に対し、自国とキュー

バの特別な関係を主張した。例えば1965年、カスティエーリャ外相がジョ

ンソン大統領を表敬訪問し会談した際には、スペイン・キューバ間の貿易

案件が実質的に唯一の協議事項であった3の 。また、1964年 にはキューバ側か

らの依頼、1967年 はスペイン側のイニシアティブにより、スペインは、米

国とキューバの間の「仲介者」的役割を担おうと試みた (Hosoda 2008)。

1967年 、両国関係を維持する理由として、スペイン外務省は次の五つの

点を挙げている30。 すなわち、スペイン語圏諸国との関係は政治的イデオロ

ギーを越えるものであること、在留スペイン人の存在、ソ連の影響圏との

関係を維持する必要性30、 スペィン外交の「独立」を内外に示すこと、砂糖

需要の充足および輸出市場の確保による通商利益のためである。

ミサイル危機を経て、米国は対キューバ制裁を厳格にし、他国にも同調

するよう要求した。スペインも当初は米国に追随しないと米西協定の援助

が打ち切られることを懸念していた。しかし、カスティエーリャ外相期

(1957～69年)のスペイン外務省公文書では、米国や冷戦二極から「独立
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した」外交が強調されている。経済発展を遂げ、対キューバ貿易額が順調

に伸び、自国の地政学的位置を米国が重視していることを知ったスペイン

は、米国に与せず対キューバ貿易を継続しようとしたのである。

V 1970年代一スベイン・キューバ間の経済関係発展

1 貿易・経済協力重視の外交ヘ

カステイエーリヤ外相は地中海の中立化を唱え、ジブラルタル返還要求

問題では英国との交渉で強硬案を主張し、米西協定改定では交渉決裂もや

むなしと主張した (Henriquez 200&93-94)。 そのため彼の行き過ぎた「独

立した外交」は、親米政策を採るカレーロ副首相 (Luis Carrero Blanco,

反共主義・反フリーメーソンを主張する厳格なカトリック信者)の思惑と

対立した。1969年、汚職事件に伴う内閣改造を契機に、対米強jFI論を主張

する外相とフラガ情報観光相は更迭された。

新内閣では、オプス・デイの勢力が一層拡大した。情報観光相となった

サンチェス=ベーリャ前イタリア大使、カステイエーリャ外相の後任ロペ

ス=ブラボは、共にオプス・デイ出身であった。

スペインで博士号取得後、米国に赴いて経営学を修めた前工業相ロペス

=プラボは、民間のイニシアテイプを信奉していた。外相としての彼は、

省の機構改革を進め、従来の地域別から機能別の局を中心とする組織に改

め、国際経済関係局および国際技術協力局を新設した。EECと の貿易協定

を締結し、ソ連、ユーゴスラビア、ポーランドと貿易協定を締結するなど

社会主義圏とも関係を強化し、いわゆるスペイン版「東方政策」を採った。

前任者のもとで交渉が難航した米西協定を改定して、米国とも安全保障分

野にとどまらず、文化・科学・経済・貿易 0社会・教育などの分野での協

力強化を目指した (Henriquez 200&9599)。

外交面では米西協定および西サハラ問題を重視するカレーロ副首相は、

それ以外の案件はロペス=ブラボの自由裁量に任せた (Pardo 2000 364)。

同外相は「エス トラーダ主義」の堅持と経済・経済協力関係の推進を対中
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南米政策の軸に据え、公式訪間をコスタリカに限った前任者と異なり、後

に商務大臣となるフェルナンデス =ク エスタ (Nemesio Fernindez―Cues‐

ta)商務次官らを伴い、中南米諸国 (ブ ラジルを含む)を広 く訪問先とした

(た だしキューバおよび国交のなかったメキシコは訪問先となっていな

い)。 国際社会からの認知が得られない初期フランコ政権は、過去の栄光に

すがった抽象的なスローガン「スペイン精神」を用いたが、ロペス=ブラ

ボ外相は経済をテコに中南米との関係を再構築しようと努めたのである。

ロペス〓ブラボはキューバを訪問しなかったものの、領事局長から臨時

代理大使として1972年ハバナに着任 したハビエル・オヤルスン39(JaVier

Oyarzun)は キューバ政府幹部及びカス トロと良好な関係を築いた。彼は、

「カス トロ自身はスペインには敵対的ではない」との印象を持ち、「資本主

義世界に敵意を示さねばならぬ他の (共産党員の)キ ューバ高官よりもカ

ス トロと交渉する方を望む」とまで述べていた30。

1970年代、300万 ドルの上限を越えたスペインの対キューバ輸出額と輸入

額の差額は、交換可能な通貨により決済され、貿易決済システム自体の見

直しが検討され、システム外での外貨による取引も行われるようになっ

た3つ 。

貿易以外に、対キューバ経済協力の道もまた、既に1971年 頃から両国間

で模索されていた。1973年 にはスベイン政府内でも企業内でも、経済協力

の担当組織の運営は非効率であった。ただしスペインから専門家を派遣す

る、科学技術協力に関する基本合意を締結するなどの具体策が両国間で協

議され、経済協力関係の強化がはかられた30。 こぅして、キューバ政策に関

する外務省と商務省の対立は収東に向かった。

2 フランコ政権末期の対キューバ貿易政策

1973年 6月 、カレーロ副首相への根回しが不十分なまま樹立された中国

との国交、急激な「東方政策」などの責を問われ、ロペス=ブラボは更迭

された。オプス・デイ出身、カレーロ新首相の腹心ロペス =ロ ドが新首相
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に就任したのも束の間、同年12月 当のカレーロが暗殺され、僅か半年で二

度目の新内閣が発足することになる。ただし、外相が頻繁に交代しても、

石油危機を経てスペインの経済成長が減速しても、フランコが逝去する

1975年 11月 まで、キューバに関しては貿易強化路線は維持された。

1974年、商務次官から大臣となったフェルナンデス=ク エスタは、スペ

インにとってのキューバ貿易の重要性と、米国の禁輸措置には国内各方面

から撤廃要求があることを、駐スペイン米国大使に強調した30。 同年末に

は、同商務相がキューバを訪問する。これは、1898年 の米西戦争敗北以来、

旧宗主国の閣僚がキューバを公式訪問した初めてのケースであり、スペイ

ンにとって史上最大規模の二国間貿易協定が締結された。キューバに 9億

ドルの輸出信用枠の供与を約する同協定は、スペインをソ連、日本に次ぐ

キューバの貿易相手国に位置づけるものであった。スペインのある新聞は、

米国からの対キューバ禁輸の圧力にも屈せぬスペインの「独立外交政策」

を賞賛した40。 なお、1975年 には、スペインの輸出総額の約10%が対中南米

輸出であり、キューバ向け輸出の額は、そのうちの約23%であった (INE:

Anuario Estadistico 1976)。

結局、国際市場で競争力を持たないスペイン製品は、前述した貿易決済

システムを通じ、キューバという市場を獲得出来たのである。スペインの

製品・技術がすでにキューバ市場に浸透しており、工業化を目指すキュー

バはスペインからの輸入継続を望んだ。片やスペイン商務省は、中南米諸

国全般との貿易を拡大しつつあったキューバを、スペイン製品の展示場、

他国への紹介の場と考えていた4つ 。そこでスペイン商務省は、1975年 1月 、

在キューバ・スペイン大使館内に置く貿易事務所の拡大と人員増加を望ん

でいる4動 。

3月 には、両国は空席となっていた大使の派遣につき協議し、夏にはそ

れぞれの大使が着任した。なお、 3月 1日 時点で、スペイン人拘束者は既

に解放されており4め 、スペィン人の出国制限問題も殆ど解決していたが、財

産補償問題は未解決であった。
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3 1970年代のキューバをめぐる米国とスペイン

1970年代に入ると、欧州では経済統合が深化 し、日本は経済成長を遂げ

る傍 ら、ヴェ トナム戦争に疲弊 した米国の国際社会への影響力は弱まって

いた。それゆえ、スペインと米西協定の改定交渉中であった米国は、1960

年代のように貿易制限を一方的に強制することはできなかった。1970年代

前半、米国は中東でのプレゼンスを重視していたが、1973年 の第四次中東

戦争に際し、欧州各地の基地使用が各国に拒否されたため (カ ルダー200&

55-56、 167)、 スペインの基地を事前の承認を得ず使用していた。すなわち、

米国にとってスペインの基地の重要性が上昇していたのである。

こうした背景の下、1974年 9月 、訪米したキッシンジャー国務長官と会

談したコルティナ (Pedro Cortina Mauri)外 相は、キッシンジャー米国務

長官に対し、米国の対キューバ禁輸措置に改めて抗議した。この措置のた

めにスペイン船籍船を使用できず、キューバから砂糖という安価な製品を

輸入する際の外国籍船利用による損失は年間1500万 ドルにのぼる点を強調

し、米国法の例外適用を求めたのである。これに対し、キッシンジャーは、

米国議会選挙を11月 に控え、この時点での政策転換は不可能と返答した
“

)。

二者の議論は米西貿易関係、国際法一般まで広がり、詰問調の外相に対し

てキッシンジャーは即答を避けたものとみられる。

それどころか当時米国は、米系企業が第三国に置く子会社経由でキュー

バと行う取引を承認しなかった。これは米国法の域外適用に当たり、こう

した子会社が所在するカナダ、メキシヨなど米国の友好国さえも抗議して

おり、米国世論も域外適用に批判を強めた。当の国務省も、西・仏などの

西欧諸国がキューバ向け輸出を増加させる中、米国のみが貿易制限を加え

たところでその効果は薄いため、1975年 2月 には見直し時期に来たことを

認め、第三国への適用を回避しようとしていた49。

1975年、米西協定の改定期限が 9月 に迫る中、スペイン政府は駐スペイ

ン米国大使に異議を申し立てていた。米系企業のクライスラー・スペイン

は、キューバで活動するスペイン企業と車両の販売契約を結びスペイン政
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府の輸出信用も得たが、米国政府はこれに制限を加える動きを見せたから

である。スペイン政府からの申し入れを受けた同大使は、「本件のような些

細な問題がプレスにリークされ、スペイン世論の反米感情を高め、先行き

不安なフランコ政権が米西協定改定交渉を有利に進める材料として利用す

ることを懸念」していた。そのため同大使は、本件に「例外を適用すべき」

と国務省に進言した40。

最終的に、同年 7月 米州機構において対キューバ外交 0経済関係を自由

化する決議が採択され、 8月 フォード米大統領は米系企業が第三国に置く

子会社経由での対キューバ取引を承認したのである。

1970年代前半、「親米的」なフランコは高齢となり、その政権が続くうち

に米西協定を改定したい米国は、良好な米西関係の維持に敏感になってい

た。スペインを敵に回すのは得策ではなく、キューバ問題も含め米西関係

を悪化させ得る事項の穏便な解決を試みたのである。

Ⅵ 結論

1950年代以降、体制内勢力を拡大したオプス・デイ出身のテクノクラー

トの進める経済政策により、フランコ統治下のスペインは1960年代に経済

成長を遂げ、農業国から工業国へと変貌した。エストラーダ主義を採るス

ペインは革命キューバを承認するか否かという政治的ジレンマを回避し、

砂糖供給地としての、また自国製品の市場としてのキューバと「特別な関

係」を維持することに努めた。外貨を介さない貿易決済システムを採用し

た両国間の貿易総額は、砂糖の国際価格が上昇した1963年 を境に急増した。

キューバ政策に関しては、政権内でもスペイン人保護の交渉を優先する

外務省と、政治問題と貿易協定交渉とのリンケージを望まない商務省の対

立があった。しかし外務省も政治問題解決のカードとして、次第に貿易協

定交渉を利用するようになった。1969年最終的にはテクノクラート出身の

ロペス=ブラボが外相となることで、両者の対立は収束に向かった。

政治的には1960年代、スペイン・キューバ両国が断交の危機にさらされ
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ることもあった。 しかし、フランコ政権は、60年代後半よリキューバ との

貿易関係を強化することによリカス トロ政権に好印象を与え、政治的立場

を異にする両国の関係は改善されていったのである。

一方、冷戦の深化や中東戦争などの国際環境下、米国にとっての戦略的

重要性が増したスペインは、米西協定改定交渉において有利な立場に立っ

た。こうした背景から、1960～ 70年代のスペインは、キューバ政策の決定

に際し米国の意向とは距離を置くことが可能となった。

1959年のキューバ革命後、フランコが逝去する1975年 にかけて、スペイ

ンは旧宗主国として中南米に対する一定の独自政策を希求する素地があっ

た上に、フランコ政権中期以降テクノクラー トが実権を握 り経済政策が重

視されたこと、対米従属的な地位から脱し、独自政策を追求する余地が生

じたこと、これらの要因により、両国の貿易関係は維持され拡大するので

ある。

*本稿執筆に当たり、匿名の査読者、小林誠お茶の水大学教授、樋口清秀早稲田

大学教授より非常に有益なコメントを頂いた。この場を借りて謝意を申し上げ

たい。また、本稿は早稲田大学特定課題研究助成費 (2009B-321)に よる研究成

果の一部である。
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給 していた (Lambie 1993 243)。

13) OC, 29-V-1970, “Telegrama al MC,"Nttm. 14837, ACMC.
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EmbaiadOr de Espaih en Paris,“ Carta al 1/1inistro,"24-V卜 1965,N血.2785

-8, RAH;Anon. “Cable", httay 28, 1966, NSA.

23)キ ューバヘ自国船で商品を搬入する国への経済・軍事援助を停止する。該当

する国は、英仏、モロッコ、ユーゴスラビアおよびスペインであった。
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24) MAE, “Carta al Embaiada de Espatta en EEUU,"21-XI-1963, R-7532-

20, AMAE.

25)CIA, “Current lntelligence memorandum,"December 20, 1963, DDRS;

EEW,“ Telegrarna al Ministro,"14-I-1964,R-7532-20,AMAE:DoS,“ Tele‐

gram to USEM,"February 21,1964,DDRS;MAE,“ Telegrama al EmbaiadOr

de Espaha en Washington," 21-Ⅱ -1964, Nttm. 2346-1, RAH.

26) DoS,“ Telegram to USEM,"February 21,1964,DDRS;DoS,“ Telegram

to USEM,"March ll, 1974, AAD.

27)CIA,“ Memorandum for the Record,"February 20,1964,CIA FOIA.

28)DoS, “Memorandum for Mr.McGeorge Bundy,"February 19, 1964,

DDRS。
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-20, AMAE.

30)“ Memorandum of Conversation,"October 14,1965,FRUS.

31) DoS, “h/1emo(conversation with the Chief of State, Francisco Franco),"

n.d., DDRS.

32)DoS, “Telegram to USEM,"March 24, 1965, DDRS.

33)MAE, “Nota informat市a,"針Π-1967,N価。3234-1,RAH.

34)「 フランコとソ連」という文脈で、スペイン・キューバ関係を論じたものに

は、Suttrez 1987があるが、フランコ政権がキューバを介してソ連と接触して

いたかどうか実証的に明らかにはしていない。

35)前出のロマン。オヤルスンの弟。

36)EEH,“ Carta al Ministro,"13-X卜 1972,5-XI卜 1972,R-12467-2,AMAE.

37)MAE, “Negociaciones comerciales con Cuba,"17-XⅡ -1971, R-10280-9,

AⅣIAE;OC, “Carta a Tolo,"2卜 XI-1974, N編 。 14856, ACMC.

38)OC,“ Telegrama al MC,"23X-1971,N血 .15026,ACMC;MAE,“ Nota

inforrnativa," 8-III-1973, R-12211-6, AⅣIAE.

39)USEM, “Telegram to DoS,"February 20, 1974, AAD。

40)USEM, “Telegram to DoS,"December 20, 1974,AAD。

41)OC, “Telegrama al MC,"1-IV-1971,Nm.15026,ACMC:MC, “Nota
para S.E.," 4-XII-1974, Nttm. 14857, ACⅣ IC.

42)MC,“ Carta ala Oicina Comercial de Espah en Cuba,"3011975,N血 .

14861, ACMC.

43)拘束者 5名のうち、4名 を解放した。残り1名は精神疾患のため、両国は適

切な措置を採ることで合意した。USEM,“ Telegram to DoS,"March 4,1975,

AAD;USEM, “Telegram to DoS,"June 19, 1975,AAD.

44) DoS,“ h/1elnorandum of Conversation,"Septelnber 23,1974,Ford Library



ラテンアメリカ研究年報 No.30(2010年 )

PrOieCt File of Documents,Declassifled through RAC Program,Box 5,Fold―

er IDocuments fron■ the National Security Adviser:NSC Europe, Canada&

Ocean Affairs Staff Files(11/2008 0pening), Gerald Ford Library;USEM,

“Telegram to DoS,"September 25, 1974, AAD.

45)DoS,“Latin Americai Cuba Policy,"August 15,1974,DDRS;DoS,“ ⅣIemo‐

randum fOr the President,"February 25,1975,I)]DRS;White House,``Memo¨
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